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日本図書館協会学校図書館部会　2026年度定期総会記録（第40期第2年度）
　2026年5月30日（土）14:00～16:00に、日本図書館協会において、学校図書館部会定期総会が行われました。以下、その概要をお知らせいたします。（幹事会）
※発言はすべて要旨のみ略して記載しています。
※質疑応答・意見・審議協議等における「Ｑ」は質問、「Ａ」は答弁、「○」は意見・討論等です。

※協会の2026年度事業計画は図書館雑誌5月号に掲載されています。2025年度事業報告は協会の代議員総会で報告された後、図書館雑誌8月号に掲載予定です。
甫仮久美子　部会長　挨拶
　本日はお忙しいところ、学校図書館部会総会に、会場とwebでご参加頂きありがとうございます。なんとか一年間活動してまいりました。2026年度も、皆様のご協力を頂いて学校図書館部会の運営を頑張ってまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。
岡部幸祐　専務理事兼事務局長兼出版部長　挨拶
　5月だというのに暑いなか、学校図書館部会総会にご参加頂きありがとうございます。また、本日の総会のご準備を頂いた幹事会の皆様にもお礼申し上げます。
　昨年度は、非正規雇用職員に関する委員会と学校図書館部会にもご協力頂いて、「学校司書の配置・処遇等について（見解）」を取りまとめて頂きました。協会もそれをもとに「いつでも開いている学校図書館へ－学校司書の配置等に関する提言－」を発出しました。提言の中で学校図書館法の改正が必要であることも盛り込ませて頂いております。協会では、今年度は学校図書館法の改正に取り組むということを事業計画としているところであります。ですが、喫緊の課題としては、国の「第7次学校図書館図書整備等5か年計画」についてです。来年度からの「第7次」がどうなるかがまだわからないということがあります。先週のJLAメールマガジンで図書館と地方交付税のことについて書かせていただきました。学校図書館については、地方交付税算定の単位費用として、小学校では、学校図書館図書として707,000円、新聞が61,000円。中学校では、図書が921,000円、新聞が187,000円となっております。この金額の根拠となっているのが、「第6次学校図書館図書整備等5か年計画」の予算配分です。第6次計画では、地方財政措置として5年間で計2,400億円（単年度480億円）が措置されており、内訳は、学校図書館図書の整備995億円（単年度199億円）、新聞配備190億円（単年度38億円）、学校司書の配置1,215億円（単年度243億円）となっております。第5次と比較すると、総額で若干増（50億円増）であり、内訳では新聞や司書の配置の額が増えて図書は減るなどの変動があります。

　学校司書については、会計年度任用職員を基準とした金額が算定されていて、それはいかがなものなのか。学校司書配置に関する費用の基準はこの計画の財政措置となるので、第7次でどういう財政措置がされるのかが、地方交付税の算定額に反映されることになります。協会としては、ここは積極的に動いていきたいと考えていますし、その際は学校図書館部会の皆さんにもお力も借りて一緒に考えていきたいと思っています。

　今年度、文科省は、昨年度の「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」を受けて、「学校図書館ガイドライン」や「学校図書館図書標準」の見直しを行うと言っていますが、今のところ動きはよくわかりません。できるだけ早く文科省にお話を伺い、皆さんのお力も借りて一緒に取り組んでいきたいと考えています。

　最後に本日の総会が盛会となりますことをお祈りして挨拶に代えさせていただきます。
議長選出
　議長に、大口和枝氏（東京）を選出し、議事に入った。
定足数の確認

　幹事会から、出席51名（会場8＋web5＋委任状38名）であることが報告された。部会員総数は333であり（4月1日現在）、部会規程により総会の成立に部会員の10分の1以上の出席を要するため、定足数は34となる。出席者と委任状を合わせ、これを超えているので、議長により総会の成立が確認された。

１．2025年度事業報告及び部会からの報告について（報告・協議）
（報告要旨）
　協会事業報告書に基づいて、2025年度の部会活動及び学校図書館に関連する協会の活動を報告する。総会資料にそって、部会から協会に提出した部会事業報告の内容(資料1-1）、その後理事会で決定された協会事業報告から関連する部分の抜粋(資料1-2）、代議員総会・理事会・常任理事会の経過概要等(資料1-3）を報告する。

　今回報告する事業報告は、5/21開催の2026年度第1回理事会で決定された協会全体の事業報告の一 部である。この後6/11開催の代議員総会で報告された後、図書館雑誌8月号に掲載される予定である。

（１）部会から協会に提出した部会事業報告の内容(資料1-1）（甫仮久美子部会長） 

・第53回夏季研究集会東京大会「学校図書館の今とこれからーあるべき姿を探るー」を開催した(8/8―9)。参加者103名(会場51＋オンライン52)。12月に報告集を発行。 

・学校図書館施設設備基準
　第２版訂正版の決定（2025.8.31　部会幹事会）と『学校図書館施設設備基準　解説』（JLA Booklet no.20 2025.10,20）発行。

・「学校司書の配置・処遇について（見解）」（非正規雇用職員に関する委員会他と協力）　2025.9.14

・「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」報告書案への意見提出（2026.1.10　学校図書館部会名で提出）。

・部会の運営状況……部会報を3回発行。部会総会（2025.6.10）。幹事会は７回開催。 

（２）協会事業報告から関連する部分の報告(資料1-2）（高橋恵美子理事） 

　協会事業報告から学校図書館関連部分を抜粋した資料を示し、報告があった。 

○「はじめに」に関して。 

・2025年度第1回代議員総会で、執行部・理事会が新しい体制になった。

・部会・委員会のあり方検討委員会について、2025年度はアンケート調査を実施するなどして検討を行った。

・2025年度は、代議員選挙が実施された。

○「Ⅰ　基本方針」について。

・「１．図書館活動の中核を担う図書館員の社会的地位の向上と研修」の「④図書館職員育成のための助成」は、2025年度の実施は見送りとなった。

・「２．調査・研究・普及等、図書館振興のための取り組み」の中の「③図書館員による図書紹介事業」について、部会からは委員2名を出し、学校の方に原稿をお願いしてきた。連載をまとめた書籍『司書が書く２　図書館員のおすすめ本』を刊行した。

・「３．政策提言など図書館振興のための活動」の部分について、文部科学省(以下、文科省)「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」に委員を派遣した。

・学校図書館の整備・充実について、学校司書の様々な問題の改善を目指し、「学校司書の配置・処遇について（見解）」（非正規雇用職員に関する委員会・学校図書館部会）を公表し、さらに、「いつでも開いている学校図書館へ－学校司書の配置等に関する提言－」（日本図書館協会）を発出した。提言では、フルタイムで一校専任の学校司書の配置、学校司書を職員の一員として処遇すること、研修の制度化や学校図書館法の改正の必要性を訴えた。
〇「Ⅱ　公益目的事業実施状況」について。
・第111回全国図書館大会愛媛大会の学校図書館の分科会は、児童青少年委員会と共催となり、内容も読書推進が中心だった。

・「（４）委員会による研修・セミナー・講座等」で、9月23日非正規雇用職員に関する委員会の九州セミナー「見えてきた“現場のリアル”－学校図書館と非正規雇用をめぐる課題－」が行われた。高橋が学校司書の雇用状況を示す報告をした。

・「４．図書館の振興」「（5）その他図書館振興に資する事業」「⑤図書館振興を図る団体等との連携」で、学校図書館問題研究会、学校図書館を考える全国連絡会、図書館問題研究会、図書館友の会全国連絡会、公務非正規女性全国ネットワーク（はむねっと）、特定非営利活動法人官製ワーキングプア研究会との定期的な連絡会を開催し、図書館で働く職員の処遇改善に向けた意見交換・情報共有を図った。この連絡会は、院内集会・院内会議等の実行委員会でもある。

〇「Ⅳ　管理運営活動」について。
・＜単行書等＞の「新刊」
③学校図書館施設設備基準　解説―「対話」から始める（JLA Booklet no.20）日本図書館協会学校図書館部会編著　A5　86p　1000部　1000円　10月20日刊

④学校図書館職員調査に見る学校司書等の現状　日本図書館協会非正規雇用職員に関する委員会編　A4　79p　900部　2000円　11月30日刊

⑤司書が書く　2　図書館員のおすすめ本（JLA図書館実践シリーズ50）　日本図書館協会図書紹介事業委員会編　B6　207p　1300部　1800円　12月20日刊

（３）代議員総会・理事会・常任理事会の経過概要等(資料1-3）（高橋恵美子理事）

　資料をもとに、理事会・常任理事会等の動きについて報告があった。 

○4月24日 第1回常任理事会（Web会議） 

・「第３回図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」について、高橋から曾木理事の発言「全ての県立学校に学校司書の配置を」と本当に発言したのか、の確認を求めた。（後日、「全ての学校に」と訂正。）
○5月８日 第2回常任理事会（Web会議）

・2024年度決算報告、部会・委員会のあり方検討委員会の設置、未来の図書館職員育成事業募集要項等、など。

○5月22日 第１回理事会（Web会議）

・2025‐2026年度　理事長推薦の理事・監事候補について承認した。

○6月12日 第１回代議員総会（会場+web） 

・2025‐2026年度　業務執行理事（理事長推薦）8名、理事A（代議員推薦）5名、理事B（部会等推薦）7名、監事3名が選出された。

〇6月12日 第2回理事会（Web会議）

・理事長、副理事長、専務理事、常務理事、事務局長が選出された。
○７月24日 第3回常任理事会（Web会議） 

・「学校司書に関する提言」について、小形委員長と高橋から説明。次回理事会ではなく、この常任理事会で決めてほしいこと。根拠は「理事会から常任理事会に委任される事項に関する理事会申し合わせ」による。提言案については、長すぎるので短縮したものを作成する、この提言案は意見書として修正することになった。
○8月28日 第4回常任理事会（Web会議） 

・「学校司書に関する提言」について、事前に執行部による提言案が出された。7月常任理事会の議論により作成した提言の短縮版と長文版については、高橋より説明。理事長より、執行部作成の提言案について説明。結果、執行部作成の提言案（協会名）と非正規～委員会・学校図書館部会作成の長文版を「見解」とすることになった。協会名の提言は「見解」を参考に作成したという関係にする。この決定は8月28日常任理事会で決定ということになる。（その後「学校司書の配置・処遇等にについて（見解）」が9月14日付、「いつでも開いている学校図書館へー学校司書の配置等に関する提言―」が9月18日付で協会HPに掲載。）

○9月25日 第3回理事会（Web会議） 

・「いつでも開いている学校図書館へー学校司書の配置等に関する提言―」についての説明があった。
・9月23日に福岡で開催された非正規～委員会のセミナーの報告を、高橋と山口理事から行った。

○11月27日 第5回常任理事会（Web会議） 

・曽木理事より、「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」第7回会議（10.7）第8回会議（11.14）の報告があった。第8回会議では、曽木理事の発表時に、「いつでも開いている学校図書館へ－学校図書館司書の配置等に関する提言」を資料もつけて紹介したとのこと。公共図書館部会森理事より、学校図書館部会は存在意義を示されたとの発言があった。高橋から、高校の不読率の件と学校図書館図書標準に高校も入れてほしいという件について発言した。

○12月18日 第4回理事会（Web会議） 

・2026年度全国図書館大会石川大会は、学校図書館の分科会が単独で開催される。それに伴って2025年度愛媛大会で行えなかった学校図書館部会からの挨拶を分科会冒頭で行うことになる。

・2027年度図書館大会は、東京で開催する方向で検討中である。

○1月22日 第6回常任理事会（Web会議） 

・「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」の報告書案について、高橋より発言、学校長が館長である点が強調されていること、学校長が館長であるとの記述は法律には根拠がなく、文科省通知の「学校図書館ガイドライン」にあるのみである。また、司書教諭は具体的に書かれているのに対し、学校司書については「配置を進める」としか書いていない、など。
○2月5日 第7回常任理事会（Web会議） 

・部会・委員会のあり方検討委員会の設置期間延長、図書館の未来プロジェクトの設置期間延長（ともに設置期間は2027年3月31日まで。）について、など。

○2月19日 第5回理事会（Web会議） 

・2026年度事業計画、2026年度予算を議決。

・理事3名の報酬が10％減額となる。

・大谷委員長より、認定司書制度の新制度についての報告、司書資格取得後5年以上の勤務経験者を対象とする、認定司書の予備段階を新設する。

○3月12日 第2回代議員総会（会場＋web） 

・この代議員総会は、議案はなく報告のみ。 

○4月23日 2026年度第1回常任理事会（Web会議） 

・2026年度部会活動費(予算)、学校図書館部会活動費は53万円、内訳は研究集会等関係費17万円、旅費交通費17万円、その他経費19万円。学校図書館部会は2025年度と同額だが、ほかの部会は図書館情報学教育部会を除いて減額となっている。部会活動費全体では約236万から約188万の減額である。減額の理由は、主に全国図書館大会参加の支援については、全国図書館大会の予算で行うと説明された。

・「いつも開いている図書館へ 学校司書の配置・処遇の改善を求める院内会議」（4月20日）について、岡部事務局長より報告。「見解」「提言」の報告、学校図書館議員連盟事務局長笠議員のスピーチ、3名の当事者の報告、講演など。会場70名、オンライン200名の参加。自民党議員の参加がなかった。高橋より事前の議員訪問で自民党猪口議員と面談したこと（この面談に参加したのは、小形委員長、甫仮部会長、高橋の3名）、植松理事長より学校図書館議員連盟会長自民党松野議員と会ったことが報告された。

・高橋より学校図書館のJAPAN/MARCの活用について国立国会図書館と協会執行部に質問した。

○5月7日 第2回常任理事会（Web会議） 

・「部会・委員会のあり方検討委員会」の報告書について杉本理事より報告があった。
・「図書館振興大使」、図書館振興活動の一環として設置する。高橋より多様なメディア体験を容認する方にしてほしいと発言した。
○5月21日 2026年度第1回理事会（Web会議） 

・2025年度事業報告、2025年度決算報告を議決。

・「図書館振興大使」の候補が出た。高橋よりマンガ『税金で買った本』の作者あるいは編集者をお願いしたいと発言した。
　以上の報告に、質疑・意見とも特になく、2025年度事業報告は了承された。 

２．2025年度会計報告（審議・議決）
　幹事会から、下記の通り、2025年度部会会計決算報告案が提案された。また、監査から、会計監査の結果、間違いなく処理されていることを確認した旨監査報告があった。特に異議なく、会計報告案は可決された。
2025年度部会会計決算報告案

	《収入》

部会活動費　　530,000円

研究集会　　　220,500円(参加費等)
雑収入　　　　 11,310円(報告集売上等)
合計　　　　　761,810円


	《支出》

夏季研究集会　　343,660円(謝金、報告集印刷費等)
旅費交通費　　　156,000円(幹事会交通費等)
通信運搬費　　　184,100円(郵送料、宅配料等)
消耗品費　　　　  1,050円(文房具類等)
印刷製本費　　　　2,710円(部会報印刷等)
会場借料　　　　 10,620円(幹事会会場費)
雑費　　　　　　    100円(銀行手数料) 
合計　　　　　　698,240円


収入－支出＝残額63,570円は協会に返納

３．2025年度事業計画について（報告・協議）
（１）部会から協会に提出した部会事業計画の内容(資料3-1）（甫仮久美子部会長）
　2026年度事業計画について、2/19開催の理事会で決定され、3/12開催の代議員総会で報告された協会事業計画（図書館雑誌5月号に全文掲載）をもとに、学校図書館に関係する部分を中心に抜粋して資料を用意し、この資料をもとに報告する。事業計画は理事会で決定済みの事項ではあるが、今後の部会の活動について皆さんで協議をお願いしたい。

　資料3-1は、部会から協会に提出した部会事業計画案である。2026年度事業の概要は、文部科学省等の学校図書館施策に関する提言等、第54回夏季研究集会、年3回の部会報の発行になる。

　「(1)研修事業（研修・セミナー・講座等）」では、今年度は、8/2～8/3日に京都テルサを会場に夏季研究集会を計画している。現在参加申し込み受付中であり、是非ご参加いただきたい。「(5)図書館振興に関わる事業（政策提言・意見表明等）」では、文部科学省等の学校図書館施策に関する提言や意見表明を継続して行っていく。「（6）その他事業」として部会報年3回の発行を予定している。以上、よろしくお願いいたします。

（２）協会事業報告から関連する部分の報告(資料3-2）について （高橋恵美子理事）

　協会事業計画全体と部会との関係について資料3-2（協会事業計画書の学校図書館部分抜粋資料）にもとづいて報告したい。

　「はじめに」では、文科省の有識者会議の報告書「図書館が拓く未来の学びと地域社会」により「学校図書館ガイドライン」「学校図書館図書標準」の見直しが行われる。
　「Ⅰ．基本方針」の章の「１．図書館員の専門性の向上と研修」、＜重点事業＞の「④図書館職員育成のための助成」は、2025年度実施できなかったので、2026年度から行うこととなる。

　「２．図書館振興のための調査・研究・普及等の活動」では、＜重点事業＞の「④図書館員による図書紹介事業の推進」が引き続き行われる。
　「３．図書館振興のための政策提言等の活動」、＜重点事業＞の「②学校図書館の整備・充実」では、昨年9月の提言であげた4つの項目の改善の要求を関係機関に求めていく、としている。以下の項目である。

１．すべての学校に、フルタイムで一校専任の学校司書を配置すること
２．学校司書を学校教育にかかわる職員の一員として処遇すること
３．公的な研修を制度化するなど、学校司書の資質向上を保証すること

４．これらを可能とするため、学校司書の法的位置づけを明確にする学校図書館法の条文改正を行うこと
　さらに、「学校図書館ガイドライン」「学校図書館図書標準」の改正動向を注視し、適切に意見を表明していく。
　以上にあげた諸課題への対応については、今日の総会資料にはないが、非正規雇用職員に関する委員会が提唱して発足した「図書館の非正規雇用改善のための連絡会」を構成する団体のうち、学校図書館問題研究会、学校図書館を考える全国連絡会、日本図書館協会（学校図書館部会を含む）の3団体で共同行動をとることになった。この場で法改正を含めた学校司書の処遇の改善や「学校図書館ガイドライン」等の内容を検討することになる。

　「Ⅱ．事業計画（公益目的事業）」の章の「１．図書館員の専門性の向上と研修」の「（4）未来の図書館職員育成事業」について、募集は5月～7月、審査が8月、助成事業の実施は9月からとなる。この助成は館種を問わないので、学校図書館も対象になっている。海外での研修や国内の研究活動等への助成金が出る。

　「２．調査研究・資料刊行」の項では、委員会として政策企画委員会「図書館政策資料集」の刊行がある。この内容は学校図書館関係資料集となっていて、ようやく原稿が出そろった段階であり、今年度の刊行となる。また図書館利用教育委員会の『問いをつくるスパイラル』改訂版の編集・刊行がある。
　「Ⅳ．管理運営」の「１．健全な財政基盤の確立」では、図書館協会の課題となっている会費収入の減少の問題、さらに2025年度は出版事業の減収があり、立て直しが必要になっている。

　「３．会員や社会にとって魅力的な協会へ」では、部会・委員会のあり方検討委員会の報告書の目的が協会をもっと魅力的にするということで、会員の満足度を高めて社会的にも存在感のある協会に、ということである。
（質疑応答・意見）
〇補足である。図書館利用教育委員会の『問いをつくるスパイラル』だが、内容が古くなり3年がかりで改訂作業を行っている。メンバーは元神奈川県立高校の松田さん、椙山女学園の天野さん、熊本の尚絅大学の岡田さん、私、長谷川の4人で作業を進めている。今年度中には出版できると考える。

　以上の報告に特に異議なく、2026年度事業計画は了承された。

４．2026年度部会予算案（審議・議決）
　幹事会から、下記の通り2026年度部会予算案が提案された。特に異議なく原案通り決定した。
2026年度部会会計予算案

	《収入》

部会活動費　　530,000円

夏季研究集会　210,000円

雑収入　　　　 20,000円(報告集売上等)
　合　計　　　760,000円


	《支出》

夏季研究集会　　520,000円(謝金、報告集印刷費等)
旅費交通費　　　 30,000円(幹事会交通費等)
通信運搬費　　　180,000円(郵送料、宅配料等)
消耗品費　　　　  5,000円(文房具類等)
印刷製本費　　　 15,000円(部会報印刷等)
会場借料　　　　  5,000円(幹事会会場費)
雑費　　　　　　  5,000円　　　　　　　　　　　

　合　計　　　　760,000円


※収入科目に記載はないが、研究集会その他で必要が生じた場合、幹事会の議決により指定寄附の一部又は全部を収入とし、部会活動の費用に支出する。学校図書館部会が使用可能な指定寄付金は20万円。指定内容は「学校図書館部会の活動」(15万円/2017年9月)、「学校図書館・子ども図書館活動の支援」(5万円/2019年3月)。
５．部会役員補充選出（議決）
　2026年3月発行の部会報で、学校図書館部会役員選出要綱3-3及び5-2に基づき、定数に満たない役職・人数について追加での公募を行ったところ、以下の通り応募があり、本日の総会で選任を議決した。

（候補者）氏名：冨山美欧さん　所属：東京都内在勤の学校司書（非常勤）
６．その他　意見交換・情報交換等（協議）
Ｑ協会の会員数が減少していて財政難を招いていると報告があったが、学校図書館部会の状況はどうか？

Ａ以前400を超えていたこともあったが現在333。公共図書館同様、学校の施設会員も若干減っている。個人会員については、退職者の退会が多く、また、雇用の非正規化が進み、会員は減少している。非正規向けの会費設定や部会の活動が知られていない面もあるかもしれない。
○特別支援学校で月1～2回働いている。子どもたちは本が好き。都立の特別支援学校の一部に、今年から学校司書の配置が行われていると聞くが、全校ではない。特別支援学校にもきちんと学校司書が配置されるよう、部会と一緒に取り組みたい。
　以上で総会は終了した。
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